
平成３０年度 
小矢部市議会 
議会報告会 
 

        平成30年11月30日(金)  

               18：30～20：00 

・農村環境改善センター 

・東蟹谷公民館 

次第 

１、開会挨拶 

２、議会構成・議員紹介 

３、常任員会・特別委員会報告 

  ①総務産建常任委員会 

  ②民生文教常任委員会 

  ③公共施設再編特別委員会 

  ④人口対策特別委員会 

  ⑤事前質問に対する回答 

  ⑥意見交換会 

４、閉会の挨拶 



名 称 定数 所 管 部 局 

総務産業建設常任委員会 ８ 

企画政策部 企画政策課、観光振興課、アウトレット・商工立地課 

総 務 部 
総務課、財政課、行政マネジメント課 
税務課、津沢コミュニティプラザ 

会計課、選挙管理委員会、監査委員、固定資産評価審査委員会、公平委員会、小矢部消防 

産業建設部 建設課、稲葉山牧野、農林課、都市計画課、上下水道課 

   農業委員会 

民生文教常任委員会 ８ 

民 生 部 市民課、生活協働課、健康福祉課、社会福祉課、こども課 

教育委員会 教育総務課、生涯学習文化課、スポーツ課 

   社会福祉事務所 

９月定例会からの議会構成 
 

法 定 数 条 例 定 数 現 員 数 

―人 １６人 １６人 

組 織    常任委員会の構成 

 

定 数 

 



 

• 議長に 福島正力＝３期、副議長に藤本雅明＝３期 
 

• これまで３つだった常任委員会を総務産業建設と民生文教の２つに再編し、 

                   公共施設・人口対策の特別委員会を設置しました。 
 

• 【議会運営】  ◎沼田信良○石田義弘、山室秀隆、加藤幸雄、吉田康弘、嶋田幸恵 

• 【総務産業建設】◎山室秀隆○谷口巧、林登、義浦英昭、福島正力、中田正樹 

          石田義弘、砂田喜昭 

• 【民生文教】  ◎加藤幸雄○出合和仁、竹松豊一、吉田康弘、藤本雅明、白井中 

          嶋田幸恵、沼田信良 

• 【公共施設】  ◎吉田康弘○加藤幸雄、出合和仁、谷口巧、藤本雅明、嶋田幸恵 

          沼田信良、砂田喜昭 

• 【人口対策】  ◎義浦英昭○竹松豊一、林登、山室秀隆、白井中、中田正樹 

          石田義弘 

（◎は委員長、○は副委員長） 

• 任期満了に伴う監査委員に、議会から石田義弘氏＝４期＝の再任に同意。 

 

小矢部市議会議員 委員会構成 
 

 



議員自己紹介 



議会の見える化の取り組み • ホームページの充実 



 
ホームページ、議会だよりに加えて 
      10／24小矢部市議会FaceBookを開設 
 



総務産業建設常任委員会 議会報告 
平成３０年９月定例会付託案件 

※ 議案第３１号 平成３０年度小矢部市一般会計補正予算について

※ 議案第３２号 平成３０年度小矢部市公共用地先行取得事業特別会計補正予算について

※ 議案第３５号 小矢部市石動駅前施設条例の制定について

※ 議案第３６号 小矢部市駅前広場条例の制定について

※ 議案第３７号 小矢部市地域再生法に基づく地方活力向上地域における固定資産税の

不均一課税に関する条例の一部改正について

※ 議案第３８号 小矢部市有料駐車場条例の一部改正について

※ 議案第３９号 小矢部市自転車駐車場設置条例の一部改正について

※ 議案第４４号 第７次小矢部市総合計画（基本構想及び基本計画）について

※ 議案第４５号 工事請負契約の締結（石動駅周辺整備二期（新図書館整備））工事）

※ 議案第４６号 工事請負契約の締結（（仮称）大谷統合こども園建築主体工事）

※ 議案第４７号 工事請負契約の締結（（仮称）大谷統合こども園機械設備工事）

※ 議案第４８号 工事請負契約の締結（（仮称）蟹谷統合こども園建築主体工事）

※ 議案第４９号 工事請負契約の締結（（仮称）蟹谷統合こども園機械設備工事）



歳出補正予算内訳 

◎総務管理費      

 ２９年度決算余剰金のうち１億１千万円を財政調整基金積立金
  基金残髙 ５億７８６０万３千円    

◎農林水産費      

 林業振興費（測量設計費）     

  治山事業 ２４０万円    林道整備事業 １００万円  



歳出補正予算内訳 

◎商工振興費        

 商工業振興対策費（小矢部市商工会へ）       

  商店街支援事業補助金 ２５０万円      

  まちなか開業促進物件整備事業補助金 １５０万円      

◎観光費    

 倶利伽羅環境整備事業   

  倶利伽羅県定公園環境整備事業 ３００万円  

◎土木費    

 土地開発基金積立金１４３千円   

  基金残髙 ４億５６１２万８千円  



富山県の主要な活断層 災害は正しく恐れ    

正しく備える 

震災予防・減災対策の拡大強化  

      

 ① 耐震化の促進   

  

  ・木造住宅の耐震化促進 

   

  ・防災拠点施設の耐震化促進
    

 ② 市民の防災意識啓発の推進
   

  ・市民一斉訓練の実施  

   

  ・市ケーブルＴＶ、出前講座 

   



地震被害想定調査結果の概要 

富山県が、本県に影響を及ぼす可能性のある主要活断層のうち「砺波平野断層帯西部」、「森本・富樫断層帯」、
「邑知潟断層帯」について、県内の最新の建物の状況や、国の地震研究に関する 最新の知見などをふまえ、地震
被害想定について公表された。          

１．調査対象断層帯の地震発生確率 

２．被害想定予測 

森本・富樫断層帯

邑知潟断層帯

３０年以内の地震発生確率 想定地震規模

ほぼ０％～２％
もしくはそれ以上

Ｍ７．２程度

２％～８％ Ｍ７．６程度

２％ Ｍ７．２程度

断層帯名
断層帯リスク

の相対的評価

A（やや高い）

S（高い）

A（やや高い）
石川県

砺波平野断層帯西部

呉羽山 ３４ １０，２３９ １ ６３７

砺波西部 ５，２３７ ７，０４８ １５０ １，１８９

森本・富樫 ８９４ ４，３４５ １９ ４７０

邑知潟 １１，３３１ ５，４８８ ３５４ １，６６４

人的被害

死者（人） 負傷者（人）

小矢部市

断層帯
物的被害（建物）

全壊（棟） 半壊（棟）





一般国道８号 
 倶利伽羅防災計画 

目 的 
 ◎事前通行規制区間の回避 
 ◎住民生活の安全・安心の確保 
 ◎地域経済・地域社会の活性化 

富山県 

小矢部市 
大雨規制 
過去40年間で7回全面通行止め 



改札が２階に 

 石動駅南北自由通路 

平成３０年１１月２７日（火） 
供用開始 





２階 平面図 



石動駅施設の供用開始供用施設 
駅舎、南北自由通路、駅南広場、駅南第1駐車場・駐輪場 
※当日の駅改札口は、あいの風とやま鉄道線始発列車から新駅舎2階となります。 
※駅南第1駐車場は、平成31年3月31日まで時間駐車のみの利用。 

市営駐車場使用料の一部改定 
時間駐車使用料（駅前駐車場・駅南第１駐車
場） 
１時間につき１００円（２４時間までの使用料は、
５００円を上限。２４時間を超えて使用した場合
の使用料は、２４時間ごとに５００円加算。） 
 
※無料時間を３０分から１時間に延長 
※回数駐車場券は廃止。（発行済みの回数駐
車券は、平成３１年３月３１日まで使用可能） 



民生文教常任委員会 議会報告 

統合こども園建築工事契約 

（仮称）大谷統合こども園 工事契約金1,172,340,000円 

（仮称）蟹谷統合こども園 工事契約金1,036,206,000円 



（仮称）大谷統合こども園 工事契約金1,172,340,000円 



（仮称）蟹谷統合こども園 工事契約金1,036,206,000円 



新図書館整備事業 
工事スケジュール 

工事名 
石動駅周辺整備二期（新図書館整備）工事 

契約金額 金１，０２６，０００，０００円 



9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

新
図
書
館

　
工
事
請
負
契
約

　
議
案
の
提
出

項目
平成30年 平成31年 平成32年

駅
舎
・
付
帯
工
事

開館準備

（引越し等）

★

旧駅舎解体・旧こ線橋撤去

供
用
開
始

工事

事前協議(あいの風とやま鉄道) 建築工事・電気設備工事・機械設備工事

資機材準備

★

供
用
開
始

（期間９ヵ月）

ホーム上屋復旧

営業線近接工事に係る

全体スケジュール （平成３０年９月から平成３２年３月まで） 





２０１９年８月工事着手し２０２０年８月完成を目指すもの 

工事中は総合会館は使用可能。市道町端馬場線は６ｍの市道へ。市道馬場中学校横線は７ｍ、２．５ｍの歩道設置。 

（仮称）石動コミュニティープラザ整備事業 中間報告 



ステージ 

可動収納式 

パーテーション 

仕切り収納可 



防音室 

パーテーション 

仕切り収納可 



公共施設再編の動き 
 
平成２９年３月 

   市 「公共施設等総合管理計画」策定 

   市  公共施設再編計画の検討開始 
  議会  公共施設再編特別委員会の設置 
 

平成３０年３月  

    市 「小矢部市公共施設再編計画」 素案の提示 
平成３０年５月 

  議会 「小矢部市公共施設再編計画に関する意見書」提出 
平成３０年６月 

    市 「小矢部市公共施設再編計画」 策定 
平成３０年６月～ 

 市・議会   個別施設計画の検討開始 

 公共施設再編特別委員会報告 



「小矢部市公共施設再編計画」に関する議会意見 

○小矢部市公共施設再編計画について 

 

 小矢部市公共施設再編計画については、何故今、再編計画を作成する
必要があるのかを市民にしっかり説明し、理解を得ることが重要であり、
幅広い市民の意見を聞いたうえで計画を作成すること。 

 

 また、個別施設計画を早期に策定し、スピード感を持って計画を実行し
ていくとともに、状況の変化にも的確に対応しながら、計画の適正な執行
に努めること。 

 

 なお、中期・後期において再編検討としている施設については、特段の
理由がある場合を除き、前期において検討すること。 
 



公共施設の現状 
◎公共施設数 

 148施設（290棟） 

 延床面積163,857.56㎡ 

大分類 施設数 棟数 延床面積(㎡) 

市民文化系施設 （公民館、ｸﾛｽﾗﾝﾄﾞおやべ、総合会館等） 19 41 21,479 

社会教育系施設 （図書館、大谷博物館、ｱｰﾄﾊｳｽおやべ等） 7 15 6,136 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾚｰｼｮﾝ系施設 （体育館、道の駅、ｻｲｸﾘﾝｸﾞﾀｰﾐﾅﾙ等） 21 38 17,317 

産業系施設 （農村環境改善ｾﾝﾀｰ、稲葉山牧野等） 3 21 7,286 

学校教育系施設 （小中学校、給食ｾﾝﾀｰ、教育ｾﾝﾀｰ） 11 47 68,128 

子育て支援施設 （幼稚園、保育所、放課後児童ｸﾗﾌﾞ等） 13 19 7,948 

保健・福祉施設 （総合保健福祉ｾﾝﾀｰ、老人生きがいｾﾝﾀｰ等） 4 6 5,845 

行政系施設 （市役所、防災ｾﾝﾀｰ、消防分団消防器具置場等） 20 26 8,741 

公営住宅 （石動住宅、津沢住宅、矢水町住宅） 9 29 12,485 

公園 （各公園内の公衆トイレ） 23 23 491 

供給処理施設 （環境ｾﾝﾀｰ、汚水中継ﾎﾟﾝﾌﾟ場、雨水ﾎﾟﾝﾌﾟ場等） 7 13 4,217 

その他 （斎場、倉庫等） 11 12 3,784 

◎建築年度 

 旧耐震基準（昭和56年度）以前の施設に係る延床面積は、約36.8％ 

 耐震化は概ね終了しているものの、老朽化施設の改修が必要 



公共施設等総合管理計画における試算 

これまでの公共施設への投資的経費より 
高くなることが予想されています！ 30年間の更新費用総額は 

863.5億円（約28.8億円／年） 

既存の 
更新費用 

(５年平均) 

これから必要となる 

更新費用 

(30年平均) 公共施設の更新で、 
毎年約8.4億円の不足が 

見込まれます 

図２ 公共施設の更新費用試算 

図３ １年当たりの公共施設とインフラ資産の更新費用試算 



試算結果を踏まえて 

生産年齢人口が大幅に減少 

図３ 小矢部市の人口及び高齢化率の推移 

試算の結果、毎年8.4億円の更新費の不足に加え、 

今後、日本の人口減少が急激に進むことが予想される中で、小矢部市においても同
様に、（特に生産年齢）人口の減少が見込まれます。 

全ての施設を現状のまま 
維持・更新していくことは 

財政的に大変厳しい 



議会方向性
敷地面積

(m2)
延床面積

(m2)
歳出H27
(千円)

歳入H27
(千円)

削減延床面積
(m2)

備　　考

30 廃止 277,473.27 13,694.39 51,123 7,514 13,694.39

8 統廃合 277,244.00 50,929.69 84,253 0 32,895.69 50,929-10,781(石動中)-7,253(津沢小)

3 民間移管 47,168.00 3,319.00 38,665 39,909 3,319.00

1 市民移管 5,244.34 319.85 11,759 0 319.85

1 現状維持、縮小・廃止 128,426.40 10,479.00 174,412 48,308 2,132.00 クロスランドおやべタワー側施設

57 現状維持 734,621.55 53,518.75 735,248 502,966

31 類似機能共有化 39,862.38 8,619.63 39,509 271

11 改築 36,584.27 7,478.06 193,749 45,141

2 多機能化 3,276.00 1,495.02 7,538 1,698

1 一部機能移転 6,218.00 5,165.00 63,623 15,215

1 機能移転 799.00 667.46 8,569 0

1
廃止、新施設
(類似機能共有化)

7,435.40 2,471.00 19,270 1,828

1 庁舎移転、現庁舎廃止 6,205.00 5,358.00 45,329 246

合計 148 1,570,557.61 163,514.85 1,473,047 663,096 52,360.93

削減率 0.32

施設数

公共施設等総合管理計画議会検討委員会集計表

平成２９年２月提出 議会検討委員会の集計表 



公共施設再編特別委員会設置 平成30年9月～ 

特別委員会設置の目的 
 

 個別施設計画の協議開始に合わせ、議会意見をしっかりと反映させ
ていくことを目的とする。 



公共施設再編特別委員会開催内容 
            平成３０年９月１８日 

再編による廃止施設の処分計画について 
 ７保育所・４コミュニティー関連施設・幼稚園 

 

本庁舎耐震計画について 
 耐震改修に併せて大規模改修を実施するための本庁舎耐震
改修基本構想策定業務の委託先の決定 

 今後の進め方の予定としては、①基本構想の策定（３１年１月
末日）②基本・実施設計の実施（３１年度）③耐震改修工事の着
手（３２年度） 

 

滑川市庁舎の耐震改修を視察 平成３０年１０月２９日       

  

行政視察の実施 滋賀県高島市・京都府舞鶴市 
                     平成３０年１１月５日～６日  



再編による廃止施設の処分計画について 
 

子育て支援施設（幼保・こども園） 
 大谷統合こども園（正得・荒川・若林・松沢） 

 蟹谷統合こども園（薮波・東蟹谷・北蟹谷） 

    廃止施設の有効活用（民間への譲渡も検討） 

市民文化系施設 
（仮称）石動コミュニティー  

（総合会館・石動コミュニティー・青少年ホーム・サポートセンター） 

    廃止施設の有効活用（民間への譲渡も検討） 

                                            



 工事中も庁舎利用が可能で、執務スペース
は現状のまま確保できる。 
 施工後も執務スペースの確保ができる。 
 外観上の変化が少なく、採光が取れる。 

 外観上の変化が大きい 

 工事中の執務が困難となり、仮庁舎検討 

滑川市が提案を受けた工法 

○アウトフレーム工法 

 既存建物の外側にプレキャスト構造
による新設フレームを設置し、新設フ
レーム分の耐力を増加させることによ
り既存建物の耐力を高める工法。 

○ピタコラム工法 

 既存の柱や梁にプレースタイプ
の補強体を外付けすることで建物
の耐力を高める工法。 

○枠付鉄骨ブレース工法 

 既存の柱や梁に囲まれた空間に
枠付鉄骨ブレームを設置すること
で建物の耐力を高める工法。 



本館魚津側 本館富山側 

耐震補強前 

耐震補強後 

○庁舎耐震補強工事費用及び財源 
 費用 
  本館・西館分  ４億１６８０万円 
  東別館分      ８６７０万円 
 財源 
  緊急防災・減災事業債  ２億８４６０万円 
  基金取崩し         ９３００万円 
  一般財源        １億２５９０万円 



滋賀県 高島市     人口  ４９，９２０人 

              面積  ６９３．０５㎢ 

視察テーマ 「市有地の売払いについて」 

公共施設再編特別委員会 行政視察 平成３０年１１月５日（月） 

○遊休財産処分計画の検討体制 

 遊休財産処分計画、個別処分計画については、多岐にわたる様々な視点から総合的に判断する必要があるため、「遊休財産処
分推進本部」を設置し、この推進本部で検討した結果に基づき、市長が最終決定するものとします。 

※ 組織図 

    （意見） 

          推進本部（副市長） 

          推進副本部長（総務部長） 

市長       推進本部員（政策部長） 

          推進本部員（商工観光部長） 

          推進本部員（都市建設部長） 

          事務局（行政改革推進局財産管理課） 

○個別処分計画に基づき実施した結果 

 平成１８年から３０年の期間での実績は、６億６１３０万円となりました。 



京都府 舞鶴市   人口  ８４，５４８人 

             面積  ３４２．１２㎢ 

視察テーマ 「廃校等の跡地利活用について」 

事業提案を募集する財産 

 ①旧岡田上小学校（舞鶴市字地頭523－2 平成23年廃校） 

 

 ②旧岡田中小学校（舞鶴市字西方寺226 平成15年休校・平成23年廃校） 

 

 ③旧神崎小学校（舞鶴市字西神崎257 平成23年廃校） 

 

 ④旧青井小学校（舞鶴市字青井100 平成17年廃校） 

 

 ⑤旧由良川中学校（舞鶴市字中山90 平成23年廃校） 

公共施設再編特別委員会 行政視察 平成３０年１１月６日（火） 

【募集中】 閉校（５校）の有効活用に係る事業提案募集について 

 

 舞鶴市では、閉校（５校）の有効活用を進めるために事業提案の募集をしています。  

 事業提案を提出される方は事業計画書をご提出ください。 





今後の進め方について 
 
 近年小矢部市では石動駅周辺整備事業、統合こども園整備事業、新図書館整備事業及び（仮称）石動コミュニ
ティープラザ整備事業などの大型事業を切れ間なく実施し、人口減少社会と少子高齢化社会において、小矢部市が
持続的に発展するためのまちづくりを進めています。 
 
 一方、これら大型事業を含む予算編成については、市債の借入や財政調整基金の繰入により対応しており、2018
年度末の一般会計市債残高見込みは160億円を超え、財政調整基金残高5億円台に減少する見込みであります。 
 
 今後においては、投資的事業などの実施年次を十分検討し、事業の選択と集中だけでなく平準化や将来的な負
担の抑制を図り、健全財政の維持に取組む必要がある。 
  《市債残高（2018年度末見込み）》 ：１６１億８，４００万円 
  《財政調整基金残高（2018年度末見込み）》 ：５億７，９００万円 
 

財政健全化指数の状況 
 前年度から上昇し、依然高い水準であります。 
   《実質公債費比率》 ２０１６年度： １４．７％  ⇒ ２０１７年度： １５．１％ 
   《将来負担比率》  ２０１６年度：１５７．２％  ⇒ ２０１７年度：１６５．２％ 



人口対策特別委員会特別委員会 
小 矢 部 市 議 会 



人口対策特別委員会設置について 

 小矢部市では、平成31年度からの10年間を見据えた新たな指針となる「第
７次小矢部市総合計画」の策定を進めており、まちづくりの基本指標において
目標人口を28,200人と定め、人口対策に関連する新たな政策として「移住・定
住の促進」、「結婚支援の推進」、「妊娠・出産・子育て支援の充実」の３政策
を掲げるとともに、重点プロジェクトの構築にあたっては、人口対策に重点を
置き、４つのプロジェクトを掲げている。 

 このことから、人口対策特別委員会を設置し、新規の３政策に絞りこんで、
関連施策についての協議を行い、人口対策の一翼を担うことを目的とするも
のである。 
 



人口対策特別委員会開催内容 平成３０年９月１９日 

人口動態及び第７次総合計画の新規３策に係る事業について報告がありました。 

人口動態について説明 
 ８月末現在の人口総数３０１７７人 
 年齢別では２０代と３０代の女性の転出が目立ち、社会減の大き
な要因 
 



人口対策特別委員会開催内容 平成３０年９月１９日 

第７次総合計画の新規３政策に係る事業の洗い出しとその内容について 

 定住促進施策の概要 

  

・定住促進対策事業費  ２８年 65,503千円  ２９年 85,719千円 

 定住人口の増加を図るため、市内で住宅を取得した者へ住宅取得費の一部を助成し、民
間賃貸住宅へ入居した転入・新婚世帯へ家賃の一部の助成、三世代同居をするために住宅
をリフォームする方へ助成金の交付を行った。 
 また、空き家・空き地の情報提供も行った。 

・２８年度定住促進助成事業  57,691千円 
 住宅取得助成：67世帯 
 賃貸住宅家賃助成：144世帯 
 三世代同居推進リフォーム助成：10世帯 
 転入者リフォーム助成金：6世帯 
 定住促進奨学金返還助成金：8件 
 三世代同居・近居応援助成金：204件 
 フリーパスポート施設使用料：108件 

・２９年度定住促進助成事業  65,292千円 
 住宅取得助成：78世帯 
 賃貸住宅家賃助成：146世帯 
 三世代同居推進リフォーム助成：10世帯 
 転入者リフォーム助成金：6世帯 
 定住促進奨学金返還助成金：23件 
 三世代同居・近居応援助成金：152件 
 フリーパスポート施設使用料：350件 
 結婚新生活支援事業補助金：２件 
 



第７次総合計画の新規３政策に係る事業の洗い出しとその内容について 

 結婚活動支援施策の概要  

人口対策特別委員会開催内容 平成３０年９月１９日 

・結婚活動支援事業費  ２８年 1,420千円  ２９年 2,101千円 

 人口増対策の一環として、市民等の結婚活動の支援事業を実施した。 
「おやべの縁結びさん」の設置や「おやべ縁結びの会」の活動支援を行うとともに、「縁結びさ
ん」の活動との相乗効果を図るため、婚活イベント等を委託により実施し、独身者の結婚活
動を支援した。 

２８年度事業内容 
・「おやべの縁結びさん」の設置 24名 活動補助金 150,000円 
 毎月第３木曜日に「縁結び交流サロン」（サポート希望の若者の相談コーナー）を開催 
 相談者 男性28 女性14 父母5 計 47名 対応縁結びさん延べ人数106名 
 高岡広域圏事務組合（小矢部市・高岡市・氷見市）で実施する情報交換会に参加 
 
・婚活イベント「おやべ縁結びの会」へ委託 64,500円 
 Ｈ28.7.9（土）「おやべ☆アウトレットde婚活☆ナナイロホイール（第1回ミニ合コン）」 
 Ｈ28.11.5（土）「おやべ☆アウトレットde婚活☆ナナイロホイール（第2回ミニ合コン）」 
   2回開催 延べ参加人数 男性 14名 女性 10名 計24名 カップル3組成立 
・婚活支援事業補助金 小矢部商工会青年部 200,000円 
  Ｈ28.12.17（土）「イルミdeおやコン」  
   クロスランドおやべフィレンツェクラブ 参加人数 男性29名 女性27人 計56人 



２９年度事業内容 
・「おやべの縁結びさん」の設置 24名 活動補助金 150,000円 
  毎月第３木曜日に「縁結び交流サロン」（サポート希望の若者の相談コーナー）を開催 
  相談者 男性30 女性9 父母4 計 43名 対応縁結びさん延べ人数110名 
  また、会員相互の情報交換を毎月第３・４木曜日に行い結婚に係る支援を実施 
  高岡広域圏事務組合で実施する情報交換会、津幡町との情報交換会に参加 
・婚活イベント「おやべ縁結びの会」へ委託 360,000円 
 Ｈ29.8.24（木）「おやべ☆アウトレットde婚活☆ナナイロホイール（第1回ミニ交流）」 
   三井アウトレットパーク北陸おやべ 参加人数 男性14名 女性13名 計27名 カップル3組成立 
 Ｈ29.9.9（土）「山のダイニングカフェで婚活☆パーティ（第2回ミニ交流）」 
   Café Dining 亜鳥舞（アドリブ） 参加人数 男性18名 女性12名  計30名 カップル5組成立 
 Ｈ29.11.23（祝）「１ヶ月前のクリスマス☆婚活☆パーティ（第3回ミニ交流）」  
   津沢コミユニティプラザ 参加人数 男性20名 女性12名  計32名 カップル5組成立 
・３市（小矢部市、砺波市、南砺市）連携 男性スキルアップセミナー及び婚活イベント 328,300円 
 Ｈ29.9.30（土）婚活講座（男性向け）「事前セミナー」 
   総合保険福祉センター 参加人数 男性28名 
 Ｈ29.9.30（土）「メルヘンおやべ出逢い旅☆婚活交流会（３市連携）」 
   市内周遊、フィレンツェクラブ 参加人数 男性28名 女性16人 計44人 カップル４組成立 
・婚活支援事業補助金 小矢部市商工会青年部 200,000円   
 Ｈ29.12.17（日）「イルミdeおやコン」  
   クロスランドおやべフィレンツェクラブ 参加人数 男性20名 女性16人 計36人 

結婚活動支援施策の概要  



 第７次総合計画の新規３政策に係る事業の洗い出しとその内容について 

  妊娠・出産・子育て支援施策の概要 

人口対策特別委員会開催内容 平成３０年９月１９日 

・母子保健推進費  ２８年 37,154千円  ２９年 39,715千円 

 妊産婦、乳幼児等の保健及び栄養相談事業、母乳育児の推奨、育児支
援、家庭訪問の実施、母子保健推進員育成事業、むし歯予防パーフェクト
作戦事業等母子保健事業の実施。 

２８年度事業内容 
・妊産婦健康診査事業 受診延数 2,159 人 
・出産等支援交通費助成事業 助成件数 223 人 
・乳児健康診査事業 受診延数 684 人 
・幼児健康診査事業 受診延数 416 人 
・母子訪問等指導事業 
  妊産婦訪問指導等延数 440 人    
 母子保健相談指導延数 4,006人    
 不妊・不育症相談延数 62件    
 不妊治療費助成件数 59件    
 不育症治療費助成件数 0件    
・育児等健康支援事業 延数 335人    
・むし歯予防パーフェクト作戦事業 
  歯科管理指導延数 855人    
 むし歯予防教室等参加延数 4,549人 
 妊婦歯科健康診査受診数 70人 

２９年度事業内容 
・妊産婦健康診査事業 受診延数 2,128 人 
・出産等支援交通費助成事業 助成件数 219 人 
・乳児健康診査事業 受診延数 613 人 
・幼児健康診査事業 受診延数 389 人 
・母子訪問等指導事業 
  妊産婦訪問指導等延数 309 人    
 母子保健相談指導延数 3,147人    
 不妊・不育症相談延数 113件    
 不妊治療費助成件数 86件    
 不育症治療費助成件数 4件    
・育児等健康支援事業 延数 276人 
・産後ケア事業 延数 3人 
・むし歯予防パーフェクト作戦事業 
  歯科管理指導延数 838人    
 むし歯予防教室等参加延数 5,338人 
 妊婦歯科健康診査受診数 84人 



 第７次総合計画の新規３政策に係る事業の洗い出しとその内容について 

 子ども・子育て支援施策の概要 

人口対策特別委員会開催内容 平成３０年９月１９日 

・こども及び妊産婦医療費助成費  ２８年 101,004千円  ２９年 96,310千円 
 乳児・幼児・児童（中学３年生まで）の疾病、及び妊産婦の特定の疾病に係る医療費の助成を行った。 
２８年度 対象延件数（乳児2,970件・幼児14,965件・児童20,869件・妊産婦155件） 
２９年度 対象延件数（乳児2,850件・幼児17,633件・児童20,981件・妊産婦139件） 

・放課後児童健全育成費  ２８年 34,228千円  ２９年 52,525千円 

 放課後児童クラブを開設し、放課後、保護者が家庭にいない児童の健全育成を図った。 
２８年度 
・市放課後児童クラブ運営（6カ所） 
・民間放課後児童クラブへの助成 指導員 7名 相談員 11名 平均児童数230名 
・民間放課後児童クラブへの助成 １カ所 
２９年度 
・市放課後児童クラブ運営（7カ所） 
・民間放課後児童クラブへの助成 指導員 7名 相談員 11名 平均児童数255名 
・民間放課後児童クラブへの助成 2カ所 



人口対策特別委員会 行政視察報告 平成３０年１１月７日～８日 
視察先 島根県益田市・津和野町 

益田市 
 移住定住の取組みについて  いってかえり 
  人口推移 Ｈ１６  ５４，０００人⇒ Ｈ３０ ４７，０００人 面積 733.19k㎡で小矢部の５倍 ９割が森林 

  ＵＩターン者の受入れ体制 

  ますだ暮らし相談員  受入窓口  人口拡大課を設置 

  ますだ暮らしパンフリットを作成  フェアー・空港で配布 

 ＵＩターン者定住奨励金 平成２９年度 １２１件  平成３２年３月末日まで 

     基本額５０，０００円に加算額 ①若者加算②子育て加算③企業就職加算④中山間地加算がある 

 新卒者就労奨励金 奨励金８０，０００円 平成２９年度４４件 平成３２年３月末日まで 

 ＵＩターン者サポート宣言企業制度  ５６社 

 ますだ暮らしサポート制度 ＵＩターン者大交流会・ますだ暮らし研修会開催 

 

 地域自治組織について  

  小さな拠点づくり 

  様々な地域コミュニテイーの組織 

  地区のニーズ・課題を見出し活動する  ２０地区中１１地区で実施   

    ２５万円の準備金  活動費６０万円  １００万円の助成金 

  鳥獣被害集落点検・配食サービス・ますだ村ええもん市・ひまわりの植栽等 

 



人口対策特別委員会 行政視察報告 平成３０年１１月７日～８日 
視察先 島根県益田市・津和野町 

津和野町 
 まち・ひと・しごと創生 津和野町人口ビジョン 津和野町総合戦略について 

1. 移住・定住施策について 

      人口推移 Ｈ１７  ９，５１３人（高齢化率３８．９％）⇒ Ｈ２７  ７，６５３人（高齢化率４５．３％） 

      空家の状況３，５３０世帯  空き家５００件  

      空き家情報バンク制度 Ｈ２５～２９年度  登録１３８件  入居件数１２６件 

      ふるさと就労奨励金  若者ターン奨励金  若者転入奨励金  鯉・恋祝い金  出産祝い金 

      妊産婦通院サポート事業 など 

 

2. 高齢者見守りと買い物支援事業 

      テレビのＯＮ・ＯＦＦ情報を使って見守りメールの送信 

      見守りコンシェルジュがサポート 

      テレビ電話・電話・ＦＡＸ・スマホを活用した買い物支援 

 

3. 津和野高等学校魅力化・活性化事業 

   津和野高校魅力化コーディネーター  町営英語塾ＨＡＮ-ＫＯＨを開塾   

   定員割れからＨ２９年度に１．１倍の募集率に向上 

     



人口対策特別委員会 行政視察報告 平成３０年１１月７日～８日 
視察先 島根県益田市・津和野町 

津和野町 
 まち・ひと・しごと創生 津和野町人口ビジョン 津和野町総合戦略について 

4. 津和野町定住推進住宅整備事業 

   つわの暮らし推進住宅整備 

   居住して２５年が経過した世帯に土地と建物を譲渡  ＰＦＩ事業  家賃を徴収 

   地域優良賃貸住宅整備 

 

5. 地域おこし協力隊とファウンディングベース事業 

   ２０～３０歳世代の若者を地域おこし協力隊員として任用し、各隊員の発案をベースに事業展開 

   Ｈ２４年から述べ人数 ５２名   情報発信・農業分野・教育分野 

 

6. 就農・林業就業について 

   就農前  ５０歳未満の新規農林業の為の研修  ３万円＋家賃補助 

         農業研修生  Ｈ２４～２９年  ３４名  新規就農者  Ｈ２４～２９年  ２４名 

   就農後  津和野町新規農林業就業者経営基盤支援助成金  機械・施設整備に最大３００万円の補助 

          津和野町新規農林業就業者支援事業  月額１０万円 最長３年間  

 



人口対策特別委員会開催内容 平成３０年１１月１５日 

行政視察報告について（・島根県益田市・津和野町） 

 副委員長が報告した後に各委員から意見を聞き、随行の担当部長からも意見を聞きました。 

人口対策関連施策の効果等について 
 今回は「定住促進と婚活支援に関する」施策の実積・効果等について報告を受けながら、自由討論いたしました。 

定住促進では、 
 住宅取得と家賃助成を利用した人たちのアンケート結果も紹介 
  ７から８割が助成制度が転入の決めてとなった 
  近年は利用者のうち６割が市内出身者であった 
  今後、助成制度の効果を検証した上で実施の最終年度設けることも検討しているとの答弁がありました。 

婚活支援では、 
 2012～17年度で講座11件、イベント21件を実施。 
 婚活をサポートする「おやべの縁結びさん」が関わったケースも含め８組が結婚した。 
 ６年間事業費合計は1200万円とのこと。 
 職場での婚活支援に関する留意点を記した「おやべ出会い応援事業ガイドライン」をまとめ 
 市内企業にアンケートや聴きとり調査を行った 



人口対策特別委員会開催内容 平成３０年１１月１５日 

人口対策関連施策の効果等について 
 今回は「定住促進と婚活支援に関する」施策の実積・効果等について報告を受けながら、自由討論いたしました。 

委員からは、 
 「費用対効果を検証した上での見直しも必要」 
 一時的な助成だけでなく「若い世代の需要にあった就職先を市内に確保してほしい」 
 「市内で開業するなどの条件を付け、産科医を志望する学生の学費を補助する制度を設けてはどうか」 
などの意見がありました。 
 
今後の委員会の進め方としては、 
 第７次総合計画の実施計画の検討・事業執行体制の検討・３１年度事業計画の検討など より良い施策となるよう
協議を続けていきたいと考えております。 
 
 

皆様方のご意見をよろしくお願いいたします。 
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事前質問に対する回答 
 
質疑応答・意見交換 

閉  会 


